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Kiwi Technology Inc.との資本業務提携の解消及び主要株主の異動に関するお知らせ 

 

当社は、本日開催の取締役会において、下記のとおり、Kiwi Technology Inc.（以下、「Kiwi 

Tech 社」といいます。）との資本業務提携を解消することを決議しましたので、お知らせいたし

ます。 

また、主要株主の異動が生じることが見込まれますので、併せてお知らせいたします。 

 

記 

 

I. 資本業務提携解消 

1. 資本業務提携の解消の理由 

当社と Kiwi Tech 社は、2022 年 7 月 1 日に「Capital and Business Alliance Agreement」（以

下、「本資本業務提携」といいます。）を締結いたしました。本資本業務提携に基づき、当社は、

Kiwi Tech 社の製品・サービスの日本での展開協力と Kiwi Tech 社の製品・サービスのカスタマ

イズ対応での協力などの面で協業を続けてまいりました。しかしながら、提携当時に想定してい

た相乗効果を実現することが難しい状況が続いておりました。 

今般、両社のさらなる発展を見据えた今後の資本業務提携の有り方について協議を重ねた結

果、経営環境の変化等に応じてそれぞれが成長戦略を柔軟に推進できるよう、資本業務提携を解

消することについて合意いたしました。 

 

2. 資本業務提携の解消の内容等 

本資本業務提携に基づき、当社は、Kiwi Tech 社の子会社で日本法人であるキーウィテクノロ

ジー株式会社（以下、「キーウィ社」といいます。）に対し第三者割当増資を実施し、現在、キー

ウィ社は当社普通株式 306,000 株（2025 年 12 月 31 日時点の総発行済株式総数（自己株式を除

く）の 13.16%）を保有しています。Kiwi Tech 社との資本業務提携の解消に伴い、当該株式の全

部を当社が自己株式として取得する予定です。当社による自己株式取得に関しましては、本日公

表の「自己株式の取得及び自己株式立会外買付取引（ToSTNeT-3）による自己株式の買付けに関

するお知らせ」をご覧ください。 

  

会 社 名 G r e e n B e e 株 式 会 社 

代 表 者 名 代 表 取 締 役 社 長 岩 本  定 則 

 （コード番号：3913 東証スタンダード） 

問 合 せ 先 コーポレートコント

ロ ー ル 本 部  部 長 
髙  木  美 和 子 

 （TEL.03-6262-8660） 

GreenBee Accounting
FASF



3. 資本業務提携解消の相手先の概要 

(1)名称 Kiwi Technology Inc. 

(2)所在地 台北市南港區三重路 66 號 12 樓之 2 

(3)代表者の役職・氏名 CEO 勞 開陸 

(4)事業内容 製品設計、情報ソフトウェアサービス、電子部品製造 

(5)資本金 485,188 千 NTD 

(6)設立年月日 2002 年 5 月 14 日 

(7)発行済株式数 48,818,842 株（2025 年 12月末） 

(8)大株主及び持株比率 神盾股份有限公司 12.29% 

 安格科技股份有限公司 10.33% 

 羅森洲(SEN-CHOU LO) 10.11% 

(9)上場会社と当該会社と

の関係 

資本関係 Kiwi Tech 社の日本法人であるキーウィ社

は当社普通株式 306,000 株を保有してお

ります。 

 人的関係 該当事項はありません。 

 取引関係 該当事項はありません。 

 関連当事者への該

当状況 

該当事項はありません。 

(10)最近 3 年間の財政状態及び経営成績 

決算期 2023 年 12 月期 2024 年 12 月期 2025 年 12 月期 

純資産 114,658 千 NTD 105,178 千 NTD 690,634 千 NTD 

 570,996 千円 523,786 千円 3,439,357 千円 

総資産 136,724 千 NTD 197,119 千 NTD 766,064 千 NTD 

 680,885 千円 981,652 千円 3,814,998 千円 

1 株当たりの純資産 3.76NTD 3.45NTD 14.15NTD 

 18.72 円 17.18 円 70.46 円 

売上高 64,009 千 NTD 98,075 千 NTD 49,216 千 NTD 

 318,764 千円 488,413 千円 245,095 千円 

営業利益 △41,932 千 NTD △5,030 千 NTD △38,245 千 NTD 

 △208,821 千円 △25,049 千円 △190,460 千円 

経常利益 △47,084 千 NTD △9,535 千 NTD △2,862NTD 

 △234,478 千円 △47,484 千円 △14,252 千円 

当期純利益 △47,084 千 NTD △9,535 千 NTD △152 千 NTD 

 △234,478 千円 △47,484 千円 △756 千円 

１株当たりの当期純利益 △1.54NTD △0.31NTD △0.00NTD 

 △7.66 円 △1.54 円 △0.00 円 

※円建て金額は、１NTD（台湾ドル）＝4.98 円で換算しています。 

※羅森洲(SEN-CHOU LO)氏は、当社の第 1 位株主（2025 年 12 月 31 日時点）になります。 

 



4. 資本業務提携解消の日程 

(1)取締役会決議日 2026 年 2 月 19 日 

(2)自己株式取得予定日 2026 年 2 月 20 日 

(3)本業務提携契約終了日 2026 年 2 月 20 日 

 

5. 今後の見通し 

本資本業務提携の解消が 2026 年 12 月期の当社の業績に与える影響は軽微であります。 

 

II. 主要株主の異動（見込み） 

1. 異動が生じる経緯 

Kiwi Tech 社との本資本業務提携の解消に伴い、本日付け公表の「自己株式の取得及び自己株

式立会外買付取引（ToSTNeT-3）による自己株式の買付けに関するお知らせ」に記載のとおり、

当社は自己株式の取得を行うこととしており、Kiwi Tech 社は、子会社であるキーウィ社が保有

する当社普通株式 306,000 株のすべてについて本自己株式取得へ売付の申し込みを行うことに

合意しているため、当社主要株主の異動が生じる見込みです。 

また、この自己株式の取得により、総議決権数が減少し、総議決権数に対する株式会社 SBI 証

券の議決権の割合が相対的に増加するため、主要株主の異動が生じる見込みです。 

 

2. 異動する株主の概要 

①キーウィ社の概要 

(1)名称 キーウィテクノロジー株式会社 

(2)所在地 東京都港区三田二丁目 14 番 5 号 

(3)代表者の役職・氏名 代表取締役社長 林 志中 

(4)事業内容 IC 設計、ネットワークシステム開発及び販売、コンピューター

関連設備の開発及び製造、販売並びに関連サービスの提供 

(5)資本金 79,950,000 円 

 

②株式会社 SBI 証券の概要 

(1)名称 株式会社 SBI 証券 

(2)所在地 東京都港区六本木一丁目 6 番 1 号 

(3)代表者の役職・氏名 代表取締役社長 高村 正人 

(4)事業内容 金融商品取引業 

(5)資本金 54,323 百万円 

 

  



3. 異動前後における当該株主の所有する議決権の数（所有株式数）及び総株主の議決権に対

する割合 

①キーウィ社 

 議決権の数 

（所有株式数） 

総株主の議決権の

数に対する割合 

大株主順位 

異動前 3,060 個 

（306,000 株） 

13.16% 第 2 位 

異動後 0 個 

（0 株） 

－ － 

 

②株式会社 SBI 証券 

 議決権の数 

（所有株式数） 

総株主の議決権の

数に対する割合 

大株主順位 

異動前 2,178 個 

（217,852 株） 

9.37% 第 3 位 

異動後 2,178 個 

（217,852 株） 

10.79% 第 2 位 

（注）１．異動前の「総株主の議決権の数に対する割合」は、2025 年 12 月 31 日現在の総議決

権数を分母として算出しております。 

２．異動後の「総株主の議決権の数に対する割合」は、2025 年 12 月 31 日現在の総議決

権数に、本自己株式取得により取得予定の株式数 306,000 株（上限）に係る議決権の

数 3,060 個を控除した数を分母として算定しております。 

３．「総株主の議決権の数に対する割合」は、小数点以下第３位を切り捨てて表示してお

ります。 

４．Kiwi Tech 社は、本自己株式取得に応じて、Kiwi Tech 社の子会社であるキーウィ社

が保有する全ての当社普通株式について売付けの申込を行うことに合意しているた

め、その異動後の「議決権の数（所有株式数）」及び「総株主の議決権の数に対する

割合」においては、当社普通株式を保有しないものと仮定しております。 

 

4. 異動年月日 

2026 年 2 月 20 日（予定） 

 

5. 今後の見通し 

かかる異動が 2026 年 12 月期の当社の業績に与える影響は軽微であります。 

 

以 上 


